
【演題】ジャパニーズドリームの嘘

【導入】

「日本に来なければ、こんなことにはならなかった。」

そう語る一人の女性。

彼女は、息子のためにお金を稼ぎたいと思い、技能実習生として来日しました。

しかし、半年働いても休みはゼロ。

本来であれば500万円もの金額が稼げているはずなのに、その多くが支払われていませんでし
た。

毎日体がボロボロになるまで働かされる実習生たち。

彼らを救う方法はないのでしょうか。

本弁論では、技能実習生における問題とその解決について訴えます。

【現状】

そもそも技能実習制度とは、途上国から実習生を受け入れ、彼らに日本の技術を学んでもらい、

母国の発展に生かしてもらうという、国際貢献の一環として行われているものです。

この制度の下、来日する人々を技能実習生と呼び、その数は約40万人以上。

しかし今や、この国際貢献というのはただの建前となっており、現実は全く異なります。

実習生は、単なる労働力とみなされ、過酷な労働を強いられているのです。

厚生労働省の調査によると、実習生を受け入れている約7割の企業で長時間労働や残業代の未
払い等の違反が発見されました。

実際、過酷な労働の例として、

「過労死ラインを、大幅に超える長時間労働を強いられる」

「時給400円で残業代が支払われない」
といった、劣悪な環境が挙げられます。

このような状況が続いた結果、死に至ることもあるのです。

産経新聞の調査によると、実習生の死因の中で、一番多いものが過労死とされ、全体の4分の1
を占めていることがわかっています。

このような劣悪な労働環境で働かされる彼らはその環境から逃れることができません。

その理由は主に三つあります。

一つ目は彼らが実習をやめるという選択肢を取りにくいことです。

もし、実習をやめることになれば、彼らは日本に滞在する資格を失い、帰国しなければなりませ

ん。

しかし、実習生の4割が来日のために多額の借金をしており、
その返済のために、帰国はできず、過酷な環境でも働き続けなければならないのです。

二つ目は、受け入れ企業を監視し、実習の状況を調査する監理団体と呼ばれる組織が機能して

いないことです。

監理団体とは、海外から来た実習生が安全に働けるようにするための機関です。

現状、監理団体は、企業との利害関係や、人員不足などの原因で企業の監査や指導を適切に

行えていません。

実際、国の調査では、4割の監理団体で監査や指導といった業務が適切に行われていませんで
した。



三つ目は、彼らが別の企業へ自ら逃れられないことです。

実習生は原則転職をすることはできず、受け入れ先の企業が倒産するなど、実習の継続が困難

になった時だけ可能なのです。

こうした現状から、実習生は過酷な労働から逃れることができません。

それではなぜ、こんなにも問題の多い技能実習制度が維持されているのでしょうか？

それは、彼らが日本にとってもはや欠かせない存在となっているからです。

日本では現在、約380万人もの労働者が不足していると推定されており、外国からの人材が注目
されています。

既に、農業分野の雇用においては、実習生が、全体の1割以上を占めています。

このように、日本の様々な産業では「技能実習生がいなければ生産が立ち行かない」という声も

聞かれるほど、実習生はなくてはならない存在となっているのです。

以上をまとめると、技能実習生は、実習という名目で受け入れられていますが、実際は単なる労

働者として扱われています。

さらに、その制度の弊害によって彼らは苦しみ続けているのです。

【問題点】

技能を学ぶという目的、本来の役割である国際貢献。

今やその両方が失われ、技能実習制度は日本にとって都合のいい労働力として実習生を働か

せるだけの制度となっています。

その結果、彼らはただただ過酷な労働を強いられているのです。

この状況を、果たして「技能実習」と呼べるのでしょうか。

もはや技能実習とは呼べないこの破綻した制度が存続している限り、苦しむ実習生が生み出さ

れていくばかりです。

さらに日本が人手不足である以上、彼らを労働者として雇うという構造はもう変わることはありま

せん。

彼らを労働者として雇いたい、という本音を隠し続けたまま実習生として迎え入れているこの制

度。

これ以上、彼らのような犠牲者を増やさないためにも、今すぐこの制度は廃止するべきなので

す。

【理念】

私は、都合のいい労働者として扱われ、過酷な労働で苦しみ続ける実習生を救いたい！

そのためにも、様々な問題の温床となっている技能実習制度そのものを廃止する必要がありま

す。

そうすることで、彼らは苦しみから解放されるのです。

【方向性】

では、どのように技能実習制度を廃止すれば良いのでしょうか。

現在、彼らは日本にとって、欠かせない労働力の一部となっています。

そのため、ただ単にこの制度を廃止することはできません。



実習生が日本で理不尽な扱いを受けないように、彼らを正式に労働者として迎え入れる必要が

あるのです。

【プラン】

そこで私は一点のプランを提案します。

それは技能実習制度を廃止し、特定技能制度への段階的移行を行うことです。　

特定技能制度とは、特に人手不足の業種で外国人を労働者として雇う制度です。

この制度への移行は、実習生にとって大きく二つのメリットがあります。

一つ目は、転職が認められること。

これにより、悪質な労働環境であった場合、自らの意志で別の職場へ移ることができます。

二つ目は、日本人と同じように雇用契約を結ぶということ。

これにより、特定技能を受け入れる企業は、彼らの賃金や待遇を日本人と同等かそれ以上にし

なければならないという条件のもと雇用契約を結びます。

以上の点から、彼らは適切な労働環境で働けるようになるのです。

それでは次に、移行の流れを詳しくご説明いたします。

まず、技能実習生の新規募集を停止します。

次に、実習中の彼らは特定技能制度へ移行をします。

特定技能制度へと移行する際、来日から三年未満の場合、日本語と技能の試験への合格が必

要です。

「試験に合格するには高度な技能が求められるのではないか？」

そう思われるかもしれません。

しかし、これらの試験は、あくまで基礎的なレベルの試験となります。

実際、これらの試験の合格率は約7割であり特段難しいものではありません。

そこで、来日してから3年未満の実習生に関しては、この試験を受けてもらい合格することで特定
技能へ移行します。

また、現在の制度では、来日してから3年以上の実習生は試験に合格できる程度の能力を持っ
ていると認められるため、これらの試験は免除となっています。

そのため、在留期間が3年以上の実習生は試験無しでそのまま特定技能へ移行します。

従って、現在ほとんどの実習生は日本語、技能ともに特定技能の水準を満たしており、容易に移

行することが可能なのです。

これらのプランにより、今後、企業が特定技能制度のもと、実習生を労働者として正当に雇うこと

で、彼らは安心して働くことができます。

そして、技能実習制度の下で苦しむ実習生が新たに生み出されることがなくなるのです。

【締め】

ジャパニーズドリーム。

それは、日本へのあこがれと一獲千金の夢。

しかし、日本はそんな彼らの憧れや夢を裏切ることを平気で行っています。



日本でお金を稼いで家族を楽にしてあげたい。

彼らの夢を、夢物語として終わらせないために。

日本を離れるその日まで、彼らが安心して働けることを願って、本弁論を終了とさせていただきま

す。

ご清聴ありがとうございました。


